
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　札幌市 標準税収入額等

A

普通交付税額

B

臨時財政対策

債発行可能額C

標準財政規模

A+B+C

303,217 98,844 16,969 419,030

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一 般 会 計 764,487 762,253 2,234 976 9,689 1,055,723

土 地 区 画 整 理 会 計 5,361 5,361 0 0 3,023 3,654

母子寡婦福祉資金貸付会計 267 148 118 17 0 1,181

基 金 会 計 1,468 1,408 60 60 0 0

公 債 会 計 491,482 491,482 0 0 255,180 0

一 般 会 計 等 773,706 771,294 2,413 1,053 1,060,558

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病 院 事 業 会 計 20,213 21,066 △ 852 3,051 4,442 28,778 19,684 法適用企業

中 央 卸 売 市 場 会 計 1,829 2,703 △ 874 2,116 273 22,145 11,072 法適用企業

軌 道 事 業 会 計 1,228 1,272 △ 44 496 232 929 134 法適用企業

高 速 電 車 事 業 会 計 46,912 44,661 2,252 0 15,622 416,630 113,323 法適用企業

水 道 事 業 会 計 40,962 37,941 3,061 5,320 1,669 152,740 8,248 法適用企業

下 水 道 事 業 会 計 42,976 43,012 △ 36 8,556 22,924 330,448 213,552 法適用企業

国 民 健 康 保 険 会 計 183,129 184,759 △ 1,630 △ 1,630 25,694 0 0

老 人 医 療 会 計 18,122 17,987 135 135 1,166 0 0

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 16,706 16,330 377 377 3,055 0 0

介 護 保 険 会 計 89,183 87,705 1,478 1,478 14,083 0 0

駐 車 場 会 計 365 329 36 36 0 1,240 0

公 営 企 業 会 計 等 計 19,935 952,910 366,013

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

備 荒 資 金 組 合 14,847 14,847 0 0 5,449 0 0

札 幌 広 域 圏 組 合 80 63 17 17 0 0 0

後期高齢者医療広域連合 4,181 3,907 274 10,616 0 0 0

石狩西部水道広域企業団 0 0 0 392 1,181 11,828 0 法適用企業

一部事務組合等　計 11,025 11,828 0
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４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

札幌市土地開発公社 42 3,387 20 ― 11,260 ― ― ―

(財)札幌市中小企業共済センター 19 735 30 ― ― ― ― ―

(財)札幌市住宅管理公社 32 702 10 41 ― ― ― ―

(財)札幌市水道サービス協会 73 495 5 ― ― ― ― ―

(財)札幌市青少年女性活動協会 89 428 10 ― ― ― ― ―

(財)札幌産業流通振興協会 △ 29 2,312 1,618 ― 48 ― ― ―

(財)札幌市下水道資源公社 49 183 20 ― ― ― ― ―

(財)さっぽろ健康スポーツ財団 △ 36 1,159 20 121 ― ― ― ―

(財)札幌市公園緑化協会 △ 1 617 40 13 ― ― ― ―

(財)札幌勤労者職業福祉センター 11 △ 234 15 52 610 ― ― ―

(財)札幌市芸術文化財団 76 1,428 45 52 ― ― ― ―

(財)さっぽろ産業振興財団 20 211 16 475 ― ― ― ―

(財)札幌市交通事業振興公社 11 108 30 ― ― ― ― ―

(財)札幌市環境事業公社 112 1,250 30 13 ― ― ― ―

(財)札幌国際プラザ △ 14 1,832 400 311 ― ― ― ―

(財)札幌市在宅福祉サービス協会 59 491 17 115 200 ― ― ―

(財)札幌市防災協会 9 95 30 ― ― ― ― ―

(財)札幌市体育協会 ― 105 60 39 ― ― ― ―

(財)札幌市生涯学習振興財団 40 255 50 2 ― ― ― ―

(財)パシフィック・ミュージック・フェスティバル組織委員会 15 410 100 221 ― ― ― ―

(財)札幌市職員福利厚生会 △ 105 461 15 397 ― ― ― ―

(財)さっぽろシュリー △ 9 58 1 23 8 ― ― ―

(株)札幌振興公社 18 3,535 392 24 100 ― ― ―

(株)札幌花き地方卸売市場 2 538 236 ― ― ― ― ―

(株)札幌ドーム 227 2,333 550 27 ― ― ― ―

(株)札幌エネルギー供給公社 218 355 540 ― 500 ― ― ―

(株)北海道熱供給公社 61 5,514 600 ― ― ― ― ―

(株)札幌副都心開発公社 200 10,398 300 5 ― ― ― ―

(株)札幌丘珠空港ビル 31 692 130 ― ― ― ― ―

公立大学法人札幌市立大学 109 7,719 8,210 18 ― ― ― ―

（財）北海道青少年福祉協会 △ 2 20 1 42 ― ― ― ―

札幌市森林組合 △ 2 31 3 ― ― ― ― ―

札幌市福祉事業団 45 116 10 ― ― ― ― ―

北海道住宅供給公社 △ 79 △ 2,851 6 125 ― ― ― ―

（財）北海道障害者スポーツ振興協会 ― 28 2 6 ― ― ― ―

財）北海道精神保健推進協会 △ 1 643 10 21 ― ― ― ―

(株)北海道フットボールクラブ △ 8 64 30 91 490 ― ― ―

地方公社・第三セクター等　計 13,602 2,234 13,216 ― ― ―

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 13,869 12,410 △ 1,459

減 債 基 金 66,355 65,597 △ 758

その他充当可能基金 34,606 36,526 1,920

充当可能基金 計 114,830 114,533 △ 297

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.31 0.25 △ 0.06 △11.25 △20.00 17.5 17.8 0.30

連結実質赤字比率 3.80 5.00 1.20 △16.25 △40.00 172.0 137.0 △ 35.00

実 質 公 債 費 比 率 10.8 10.8 0.00 25.0 35.0 42.5 48.0 5.50

将 来 負 担 比 率 156.9 147.2 △ 9.70 400.0 0.0 0.0 0.00

財 政 力 指 数 0.681 0.692 0.01 14.2 13.1 △ 1.10

経 常 収 支 比 率 95.3 99.0 3.70 22.6 20.8 △ 1.80

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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